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韓国の流通：釜山における複合商業施設と 
物流施設の開発について 
 
田口 冬樹 
 
はじめに 
 
今回の調査を利用して、韓国における流通視察にも取り組むことができた。まず、最初に釜
山に最近開発された新世界センタムシティの概要を紹介し、その後に釜山に 3 年前にオープン
し現在も開発中の釜山新港の動向について検討してみたい。そしてこの 2 つの施設の開発と日
本との関係について考えたことをまとめておきたい。 
 
（１）センタムシティの開発と課題 
 
①センタムシティの特徴と対象商圏 
今年（2009 年）3 月 3 日、釜山新世界センタムシティ（SHINSEGAE CENTUM CITY）がオー
プンした。その規模は営業面積で約 12 万 6 千平方メートルに及び韓国最大といわれ、投資額は
5 千 980 億ウォンで、初年度の売上高は 4 千 300 億ウォン（約 271 億円）を見込んでいる。新
世界は釜山にある海雲台という観光地の入り口に、はじめて大型デパートを核としたショッピ
ングセンター（以下ＳＣと表示）を開発した。新世界が韓国最大規模のＳＣを展開したという
点で注目されているだけでなく、釜山に新世界のデパートが初めて進出した点でも業界関係者
の関心を集めている。3 年以内に年間 7 千 500 億ウォンの売上げ目標をかかげ、5 年以内に 1
兆ウォンを目標に、国内トップのデパートに成長させる計画を描いている。このことは、釜山
における大型小売店を中心とした商業の競争構造に変化が生まれることが予想される。 
施設の内容は下図に示すように構成されている（第 1 図）。その特徴は、世界で初めて大規模
な温泉とＳＣを結合した複合商業施設として開発したことである。 
その主なテナント構成と対象面積は、営業面積が約 12 万 6 千 447 平方メートルで、売場面積
が約 8 万 3 千 042 平方メートルの百貨店と、温泉･スパ、ゴルフ練習場、フィットネスクラブ、
映画館、スケートリンク場、大型書店、文化ホールが入居するスペースが約 4 万 3 千平方メー
トルである。この施設には釜山のみならず全国からの顧客誘致のほか、日本、ロシアやアジア
など外国人観光客の誘致をねらってブランド品のエルメス、シャネル、ルイ・ヴィトンの高級
ブランドのビッグスリーをはじめ、グッチ、プラダ、カルティエ、ティファニー、さらには米 
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第 1図：新世界センタムシティの施設案内 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）Store Guide：新世界センタムシティ売場案内より 
 
 
第 2図：センタムシティ駅 
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第 3図：新世界センタムシティ（左側）とロッテ（右側） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
アップルやナイキなど 44 ブランドをフラッグシップ・ストアとしてテナント展開している。 
またデパートの地下には新世界グループの大型マートである E マートが他の食品専門店とと
もに入居している。これも国内最大規模の食品売り場として展開されている。E マートは韓国
では大型マートという業態に位置づけられているが、デパ地下のＥマートは百貨店のテナント
として高級化したスーパーマーケット業態として展開しており、すぐ隣のロッテの食品売り場
や少し離れたところに出店しているホームプラス・テスコとは品揃え構成でワンランク上の差
別化をしているのが印象的であった。なお、Ｅマートはこれまでディスカウントストアや割引
店と呼ばれてきたが、Ｅマートを含め、国内や外資系の総合スーパーの販売形態を韓国では「大
型マート」という業態で表現するようになっている。このセンタムシティの施設は、デパート
や高級ブランドショップでの買い物、温泉スパやゴルフでのリラクゼーション、映画やアイス
スケートそれに文化センターでのエンターテインメントなど、さまざまなワンストップ･ショッ
ピングやワンストップ・サービスそれにコンパリゾン･ショッピングを提供する仕掛けが組み込
まれている。 
開店後の第 1 週目の週末 7 日と 8 日の 2 日間だけで 27 万人あまりが来店し、68 億ウォンの
売上を記録したと報じられている。注 1）それによると商圏は慶尚南道（韓国南東部）の広域を中
心に、購買顧客は地域別にみて、7 割は釜山地域から、3 割近くは釜山以外のソウル、蔚山（ウ
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ルサン）、昌原（チャンウオン）、大邱（テグ）などの地域からの遠征ショッピング客であり、
今後のねらいは、釜山の新たな観光名所に育て、ウォン安を追い風にして日本人、中国人やロ
シア人まで視野に入れた観光客を積極的に誘致しようとしている。 
②大型デパート主導のＳＣ開発と商業集積 
新世界センタムシティは、もともとは釜山市の再開発地域への出店として位置づけられる。
センタムシティ開発事業は、釜山市の産業構造を最先端知識集約型へと転換する基本計画のも
とで、1996 年水営（スヨン）飛行場（軍の施設であった）を中心とした海雲台区水営湾（ヘウ
ンデグ スヨンワン）一体を民間企業と共同で開発したものである。1997 年 1 月には、プサン
情報団地開発株式会社（現、センタムシティ株式会社）を設立し、8 月には建設交通部（日本
の国土交通省）が承認する「地方産業団地」として昇格されたが、12 月の IMF 通貨危機によっ
て事業そのものが一度ストップした。その後、1998 年大統領選挙以降、センタムシティの開発
事業が再評価され、釜山市が主導する事業に転換された。1999 年 4 月にはアメリカの Dames & 
Moor グループとコンソーシアムを結成することで、国際的評価を得たマスタープランを作成し
た。2000 年 11 月には「センタムシティ」という新しい名前で着工式を行った。 
2000年に計画されたマスタープランでは、全地域を 8つのゾーンに区分し、①デジタルメディ
アゾーン（DMZ）、②釜山展示コンベンションセンター（BEXCO）、③都心エンターテインメン
ト（UEC）、④国際業務地域（IBC）、⑤複合商業流通区域（MUD）－センタムシティの立地－、
⑥テーマパーク（Theme Park）、⑦沿岸公園（Water Front）、⑧公共庁舎区域（Civic Center）か
ら構成されている。注 2） 
新世界センタムシティの特徴は、その多くの売り場面積をデパートに集中させ（7 割弱）、米
国型の大規模ショッピングセンターのように複数の競合するアンカーを配置した施設展開の特
徴と比べて、一つのデパートをアンカーにしたショッピングセンターであり、またデパートの
地下にある食品売り場も新世界系列のＥマートというように、アンカーや主要なテナントに同
じ系列のものを当てており、この点では日本の小売企業のショッピングセンター開発に類似し
ている。しかし日本との違いは、韓国では日本以上に財閥を親会社に持つデパートを軸にした
ＳＣであること、むしろデパートの社会的評価やプレステージが高いということを示唆してい
る。 
新世界の歴史を紐解くと、日本との関係や韓国の財閥の影響が見えてくる。1930 年に日本の
三越百貨店が京成（旧ソウル）支店を開店したものを引き継いでスタートしている。新世界は
デパートを母体に発展しており、これによって韓国流通の近代化が始まったとまでいわれてい
る。1963 年に商号を「新世界」に改名し、1991 年には財閥の三星グループから独立し、1993
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年には韓国初のディスカウント・ストア業態に進出し「Ｅマート」を展開した。そこでは先発
企業の優位性もあり、今は韓国でトップの座に君臨しているが、かつては三星グループの影響
を受けて成長してきたともいわれている。 
新世界が釜山に初めて進出した場所は先に述べたように再開発地区であり、商業地、住宅地
と観光地などが融合した場所でもある。近くには海雲台（ヘウンデ）という海水浴や温泉など
を楽しめる観光スポットが控えている。釜山の中心から地下鉄 2 号線で 20 分程度の位置にある
センタムシティ駅で下車するとこの施設にほぼ直結している。このエリアは、すでにこのセン
タムシティのすぐ隣にロッテデパート（2007 年 12 月オープン）が立地しており、近くには 2007
年 8 月オープンした海雲台センタムホテルなどの大型ホテルやコンベンションセンターの
BECXO、さらには高級マンションが配置されている。さらには、現代グループは系列の釜現開
発によってセンタムシティの真向かいの同エリア内に地上 6 階地下 3 階、現代百貨店と文化セ
ンターを建設する事業計画を公表している。現代百貨店の出店は既述の 2 つのデパートに比べ
て規模の面では小さいが、3 つのデパートが同じエリアに集積することの効果を釜山市では積
極的に評価しており、全国的にデパートの最も発展した地域に位置づけ集客を期待している。注 3） 
 
③急速な拡大志向と経営課題 
その後、5 月になってこの超大型のセンタムシティには、好ましからざる問題が発覚した。
同店の 4 階にあるアイススケートリンクが前面ガラス張りで設計された関係で、暖かい日差し
がガラス窓を通して室内に注ぎ、氷が溶け出し、利用客から転ぶと服がぬれるといった不満が
出て補修騒ぎになった。さらには 11.1 チャンネル映画館では天井から長さ 10 メートル、幅 1
メートルほどの石膏ボードが 70 センチほど落下し、座席に落ちるといった問題が発生していた。
新しく作られたはずの超大型のＳＣにしてはお粗末な工事であったといわざるをえないが、地
域一番や超大型にとらわれ、急速な規模の拡大を進めるあまり開発を急ぎすぎたつけが、この
ような不備を露呈したとも考えられる。新世界の釜山初進出や韓国最大というマスコミ受けす
るセンセーショナルな行動とは裏腹に、本来デパートや複合商業施設に求められている基本的
なことが後回しにされた嫌いがある。もともとデパートに求められていることは安全性や信頼
性ということであり、現象的には商品やサービスを提供しているように見えるが、信頼を提供
すべき原点を確認させる問題提起ともなっている。 
新世界のこれまでの取り組みとしては、90 年代に入ってからディスカウント・ストアのＥ
マートを成長の核にすえ、国内で 120 店舗を展開してきたが、国内市場の成熟期に入ったこと
で、中国市場への進出を積極化し、20 店舗をすでに展開している。これに対して韓国第 3 位の
新世界デパートについて、国内での新たな成長のエンジンと位置づけ、デパートに集中投資を
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する戦略シナリオが描かれている。釜山の人口は周辺の都市と比較して減少しており（第 1 表）、
大型ＳＣの受け皿としては必ずしも有利な環境にあるとはいえない。このことは周辺都市のみ
ならず、広域からの集客に依存せざるをえないことを意味しており、国境を越えて日本やアジ
アそれにロシアまで商圏に入れた広がりの中で対応する必要性を強調するのもそれなりの理由
がある。 
第 1表  韓国の主要都市の人口の推移（都市レベルの単位 1000 人） 
 2000 年 2003 年 2006 年 
全国 46,136 47,500 48,100 
ソウル 9,895 10,024 10,020 
プサン（釜山） 3,663 3,685 3,554 
インチョン（仁川） 2,475 2,615 2,596 
テグ（大邱） 2,481 2,547 2,484 
テジョン（大田） 1,368 1,463 1,477 
クヮンジュ（光州） 1,353 1,429 1,443 
ウルサン（蔚山） 1,014 1,066 1,075 
（出所）総務省統計局『世界の統計』 各年版 
 
新世界はデパート業界のリーダーであるロッテに異なった戦略で対抗し、トップの座を獲得
しようとしている。第 1 位のロッテに対抗するため、店舗数では優位に立つロッテが利益を生
み出している店舗の数が少ないことに注目し、新世界では店舗数ではなく売り場面積の拡大を
重視した経営戦略を展開している。この一つが釜山でのセンタムシティを国内最大級の規模で
ロッテの隣に出店したことや、さらにはソウルでの本店の全面改装を含む 3 店舗の売り場面積
の拡大である。こうした動きとともに、新世界とロッテの競争関係は、高級ブランドショップ
の獲得をめぐっても一段と激しさを増している。これまでシャネルが長い間ロッテに出店して
いたが、釜山で新世界のデパートに入居を転換した事件で、ロッテがシャネルをすべての店舗
から撤退させるなど、熾烈なバトルが繰り広げられている。一方のロッテはソウルの蚕室に第
2 ロッテワールドを今年 12 月に建設予定であり、韓国の流通業にはまだデパート主導による小
売施設開発が大きな流れを作り出している。 
これほどの規模のＳＣを持続的に発展させていくためには、いっそうの顧客開拓とリピー
ターの確保のマーケティング戦略が必要となろう。新世界のＣＥＯ具学書（グ・ハクソ）は「最
初から日本人やアジア、ロシアからの来客を念頭に開発した」注 4）とそのねらいを述べており、
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すでに博多港に大型広告の設置やパンフレットの配布などを行うことも計画されているという。
また東京、大阪、福岡など各地の旅行代理店と提携した旅行パッケージ商品も販売することも
準備されている。注 5）こうした着実なマーケティング活動と同時に、釜山の街づくりや地域経済
の活性化の視点から日本に向けた釜山というエリアを体験してもらう旅のテーマのもとで、日
本の旅行代理店や観光業界を巻き込んだ持続性のあるマーケティングの展開が望まれる。 
（２）釜山新港の開発と発展課題 
 
①釜山港の国際的位置づけ 
釜山港は、韓国第二の都市、釜山市の南に位置し、韓国最大の港湾である。そもそも釜山と
いう地名になったのは 1368 年になって地形上、山の形が鉄釜に似ていたことに由来する。それ
以前は富山浦と呼ばれる一漁港に過ぎなかった。対馬とは海上 50 キロメートルの距離にあり、
先史時代から日本との交流があったとみられる。江戸時代には地理的にも近いということも
あって倭館という領事館のような施設が置かれ、李朝と江戸幕府との交易や折衝の場となるな
ど古くから日本との関係が深い。注 6）1876 年には丙子修好条約（紅華条約）によって国際的な
港湾として開港している。釜山港は世界の海上輸送の主流であるコンテナ物流において、シン
ガポール、上海、香港、深圳に次いで、世界第 5 位の取扱量を誇る。このことを第 2 表から確
認できる。釜山港のコンテナ取扱量は、07 年で 1327 万個（20 フィート＝1 個）、08 年には 1343
万個で微増であった。海上輸送の主流がコンテナ船であるという理由は、次のような意味によ
る。コンテナ船は原油などの専用貨物に搭載される以外の貨物全般を搭載することができ、し
かも貨物船の中では最速で運搬できるという意味で、世界の貨物輸送に大きなイノベーション
を生み出したからである。注 7） 
釜山港は韓国の輸出入コンテナ貨物の 75％を取り扱っている。しかもコンテナ貨物の出発地
と行き先は韓国内だけでなく、その取扱量の 44％は、中国や日本からの貨物を大型船に積み込
んで北米などを最終仕向け地に輸送する「トランシップ（中継）貨物」が占めており、日中韓
のハブ港（貨物の集散地）としての役割を果たしている。釜山はソウルと違って工場やオフィ
スの集積が少ないため、産業としては釜山港の経済効果に依存する部分が大きく、雇用、海運、
物流業者はもとより、自国製品の輸出入を支える重要拠点の役割も果たしている。韓国政府は
釜山港と仁川国際空港を物流国家戦略の要にすえて整備してきた。とくに国際的なコンテナ港
湾として、韓国政府は釜山新港、仁川港と光陽港の 3 港をターゲットに、釜山広域市、仁川広
域市、光陽市を自由貿易港区（ＦＴＺ：Free Trade Zone）に指定し、これら 3 港に集中投資し
てきた。釜山港躍進の背景には、韓国政府あげての港湾政策と低コストの運営システムが機能 
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第 2表 コンテナ取扱量上位 15 港（2008 年、単位：万 TEU) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
『日本経済新聞』2009 年 5 月 11 日 
 
している。2004 年 1 月から釜山港の運営主体を政府から釜山港湾公社ＢＰＡ（Busan Port 
Authority）に移管し、国の計画･予算に基づき管理運営をＢＰＡが行うことになった。民間の経
営感覚を取り入れたコスト意識、港湾業務の 24 時間の積み下ろしによる沖合いでの待ち時間の
解消など日本の港湾ではできない対応で成長してきた。国土交通省によると、40 フィートコン
テナ 1 本当たりで比較した主要港の取り扱いコストは、釜山港が東京港より約 4 割安く、シン
ガポールは半額以下であるという。こうした釜山港のコスト優位性が日本の主要港湾との国際
競争力の違いを生み出してきた。注 8） 
港湾使用料は神戸港などの日本の港よりも極端に抑え、政府自ら投資支援に乗り出している
ほどである。特に、95 年には阪神大震災で神戸港の機能がストップしたのを追い風に扱い量を
伸ばした。これとは対照的に神戸港は、80 年には世界第 4 位だったが現在（07 年）は 44 位（07
年）にランクを落としている。注 9） 
 
②釜山新港の開発のねらいと課題 
現在の釜山港（北港）は貨物需要の増加やコンテナ船の大型化に直面しており、地質上から
これ以上の水深（15 メートル以上は難しい、一部は 16 メートルが可能）に制約があり、1995
年からは国際競争力の強化を狙いとして釜山新港の開発が始まった。ＢＰＡは、現在の釜山中
心部から西に約 40km 離れた釜山広域市と金海市（ギムヘ）にまたがる地区に新港を開発整備
－ 124 － 
している。これは、現在の釜山港に対比すると、コンテナターミナルの大水深化、バースの延
長、ガントリークレーンの設置基数の増大、流通加工団地の拡張などとして特徴づけられる。 
釜山港が高い発展可能性を有すると見られる条件としては、日本や中国など東アジアやアメ
リカなどのコンテナ貨物の増大する需要を的確に捉え、韓国政府が国家的戦略として港湾の整
備や新規投資を大規模に進めてきたことによる。釜山港の強みはこの新港を含めて、ヨーロッ
パ、中国それに日本やアメリカなどとの関係で国際幹線航路上に位置し、コスト競争力のほか
にも、自然に恵まれた大水深の港湾の利用が可能であること、釜山新港の背後には鉄道と高速
道路を建設中であり、将来的には北東アジアのゲートウェイとして北朝鮮国内を鉄道で結ぶこ
とが可能となるとシベリア鉄道や中国横断鉄道を通じてヨーロッパ大陸へのゲートウェイの役
割を果たすことが期待できる。注 10） 
釜山新港は 2006 年には、第一段階の 6 バースが開港した。釜山港と釜山新港で合わせて 7
か所のターミナル、トータル 28 のバース（船の停泊できる場所）があり、2015 年にはさらに
コンテナ船 30 隻が同時に接岸可能な 30 バース、さらに 1 万個積みの超大型コンテナ船が接岸
できる最先端の港湾を完成予想図として設定している。 
新港の建設では、後背地に広大な物流団地を開発し、自由貿易港区（ＦＴＺ）の指定による
税制の優遇策や破格な賃貸料の設定などを推進しており、物流関係企業の立地しやすい環境が
整備されている。ここでは、部品や半製品を各フィーダー港から集め、関税のかからない保税
倉庫内で、保管、組立、加工、梱包など新たな付加価値を与えた後、再度コンテナ船で日本な
ど海外へ輸送することで港湾の国際競争力を向上させている。 
しかし現状は、近年の世界的な同時不況もあって、必ずしも港の拡大に見合った形で貨物需
要を取り込めておらず、コンテナ取扱量は伸び悩んでいる。それと、韓国政府の港湾政策にお
いて、選択と集中が有効に機能しておらず、国内では釜山新港に加えて、仁川港と光陽港の 3
港の間でコンテナ貨物の共食い（カニバリゼーション）が発生しており、国際間では上海港や
深圳との競争が激化している。 
釜山がポートセールに必死に乗り出さざるを得ないのには、国際的なレベルで中国やシンガ
ポール、マレーシアあるいはベトナムの主要港の拡張による貨物の奪い合いが影響している。
釜山港の有力なライバルとして急成長を続ける世界第2位の上海港はこの10年間拡張に拡張を
重ねてきた。昨年 12 月に完成した上海の洋山深水港は、6 年がかりで整備されたもので、陸か
ら約 30 キロの一つの島が丸ごと港になっており、岸壁は 5．6 キロの直線で作られており、ク
レーンが約 60 基配備されている。注 11）上海や深圳などの中国の港のコンテナ取扱量の急増は、
釜山港にとって脅威となっており、貨物の取り扱いをめぐって日本との関係強化が重要課題と
なっていることも事実である。 
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③日本の港湾行政へのインプリケーション 
釜山新港への政府の国家的な物流行政を検討して感じることは、日本の港湾施設の分散と国
内志向の物流に傾斜している問題が指摘できる。日本では港湾が分散されたことで、多くの港
湾の規模が小さく細分化され、接岸や積み込み積み降ろしの作業が行える規模も限定される結
果となっている。港湾にも一定の規模の経済性が働くことで物流コストの低減が図れるが、小
さい規模ではコストが上昇し、港湾に関連した作業や施設の集積の利便性効果も低くなる。注 12） 
釜山新港は日本向けあるいは日本発の貨物を集約するハブ港としてデザインされており、日
本の主要港の機能を代替するポジションをねらって開発が進められてきたといえる。同じこと
は国際ハブ空港としての仁川（インチョン）国際空港にしてもしかりである。物流インフラの
マクロ的整備に関してはそれぞれの国レベルで港湾施設の競争力強化が課題となっている。物
流需要の変化は当然のこととして物流の供給体制に新たな対応を迫っている。東アジアで起
こっている生産体制の集積形態の変動や消費市場の拡大は、韓国、中国、台湾に限らず、アジ
ア全域で中間層の創出による人々のライフスタイルの変化がこれまでと違った消費行動を生み
出している。こうした消費財のニーズの変化は産業財の需要のあり方を変えていくことにもな
る。東南アジアの工場で生産した電子機器を欧米に輸出することで最大の物流拠点を確立した
シンガポール、それに今後ますます消費市場の拡大が期待される中国の上海や深圳での港湾施
設の整備拡充は、釜山、香港、高雄との熾烈な港湾施設間競争を生み出しており、貨物の取り
扱いをめぐってそれぞれの港湾の戦略的なポジショニングを課題として問いかけている。そう
した中で日本の港湾は海外からの定期航路船の寄航が減少傾向にある。日本の港湾はハブ港と
してのポジションではなく、周辺地域港（スポーク）のポジションに徹しようとしている感が
あるが、日本からの輸出貨物がいったん釜山など他のアジアのハブ港に集められてから欧米な
どへ輸送されることは、物流コストの増加や貨物輸送のリーダーシップを失うという問題を提
起していることも事実である。高雄や香港の港湾施設でも、中国やシンガポールなどでの巨大
な物流インフラの整備により、港湾や空港インフラの相対的な地位低下を懸念しており、高雄
港では国内産業の海外移転を逆手にとって 3 国間輸送のサポートに乗り出している。このよう
な動きは、単に規模のメリットに留まる問題だけではなく、国を含む港湾関係企業や組織にとっ
ては生き残りと成長のための港湾活用のマーケティングの重要性を提起している。 
韓国の戦略で見えてきたように、日本にとっての教訓は国際戦略を国内戦略に分散的に解消
してしまうのではなく、物流行政としては国際戦略と国内戦略を明確に区分して、国際競争力
のある港湾はもとより空港政策を策定していく必要性があると考える。注 13） 
－ 126 － 
（３）まとめ 
 
今回の調査で感じた点は、韓国と日本との連携の重要性ということである。それは新世界セ
ンタムシティの大規模な複合商業施設の顧客獲得や維持という点からみても、韓国国内市場を
対象にしたマーケティング戦略というだけでは限界があるといえる。むしろ、日本、台湾、中
国、ロシアを含む東アジアのマーケットを視野に入れた市場開拓や育成が求められているとい
えよう。釜山という地理的な利便性を考慮するなら、東アジアという広域のマーケットにおい
て、新世界センタムシティのポジションを明確にした戦略が重要といえる。そのためには、特
に、日本市場に対するこれまで以上の積極的な働きかけとしてプロモーションや日本人顧客を
対象とした具体的なアプローチが継続的に行われることが不可欠である。釜山の観光とリンク
させることや釜山のまちづくりと関連づけた継続的なマーケティング活動が行われることが地
域経済の発展にとっても相乗効果をもたらすことが期待できる。このような大規模な SC が韓
国において、どのように発展・定着するのか注目していきたい。 
釜山港は新港の開港によって、日本の地方圏の輸出入コンテナ貨物が釜山港経由にシフトし
て、わが国港湾のハブ機能が奪われてしまっている。近年では、新たに地方港湾に開設される
航路の多くが韓国の釜山航路であり、それらは対韓国の輸出入貨物の取り扱いだけでなく、釜
山港でのトランシップにより世界各地に輸送されるケースが増加している。韓国の国家戦略が
有効に機能するほど、わが国の地方港湾はその枠組みに吸収されて、日本の港湾のどれもハブ
機能を発揮できなくなる事態を招いている。 
地方港湾が釜山港を利用するのは、それも明確な経済原則に基づく選択であり、日本の主要
港に送るよりも、釜山からトランシップするほうが低コストで、迅速に輸送できるという判断
があるからこうした釜山港シフトが起こっていることになる。問題は、このまま日本はハブ機
能を奪われたまま、手をこまねいて他国の国家戦略の中に組み込まれて良しとするかが問われ
ている。このことにはさまざまな議論がなされてきているが、日本のすべての港湾でハブ機能
を必要とすると考えるのには地方財政の負担増やコストパフォーマンスからいっても無理があ
る。日本の主要港湾がかつてはハブ機能を発揮していたのは、アジアの他の国の港湾がまだ脆
弱で、日本の経済成長を背景に貨物の増加が持続していたからである。しかし、近年では生産
や消費の成長拠点が中国やインドなどへと移っており、貨物の動きも当然のごとく変化してき
た。 
先にも触れたように、すべての港湾にハブ機能を持たせることは非現実的であり、効率を阻
害することになる。むしろ、一つの方向は、3 大都市圏を軸とした地域の港湾について、ハブ
機能を強化することで、航路網の縮小、寄航頻度の低下、輸送時間の長期化、輸送コストの増
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加を抑えようという見解が提起されている。注 14）これらの港湾では海外港湾での積み替えにコ
ストと時間がかかる場合、自国の港湾でのインフラ整備によるハブ機能の強化を図った方が優
位性があると考えられる。また、産業基盤としての観点からも、国際関係に緊張が高まっても
自国内にハブ機能を担保しておくことは危機管理の点からも意味がある。港湾施設の整備や機
能を強化することで、新たな産業を誘致したり、既存産業の活性化を図ることでビジネスチャ
ンスを作り出すこともありえる。国と地方にハブ港湾とフィーダー港湾とのバランスをどのよ
うにとるかが問いかけられている。貨物をめぐるグローバルな競争が激化する中で、物流行政
を国家戦略として推進してきた韓国の釜山港のケースは日本の港湾のこれからの方向を考える
上で、さまざまなヒントを提起している。 
 
※韓国釜山での新世界センタムシティの調査に際しては、専修大学北海道短期大学金成洙准
教授と石巻専修大学 李東勲准教授に、事前事後の資料収集でご協力いただいた。ここに
改めて感謝申し上げたい。 
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